
介護給付費算定に係る体制等に関する届出について 
【看護小規模多機能型居宅介護】 

 

この要件は令和 3 年 4 月 1 日現在のものです。今後、厚生労働省からの通知等があった場合は要件の

内容について見直すことがありますので、あらかじめご了承ください。 

 

１ 提出書類 

加算等の種別 必要書類 

共通必要書類 ① 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

② 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

③ 誓約書（加算用） 

訪問看護体制減算 

サテライト体制未整備減算 

① 看護体制及びサテライト体制に係る届出書（別紙 8-3） 

若年性認知症利用者受入加算 ※共通必要書類のみ 

栄養アセスメント・栄養改善体制 ① 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

（算定日から 4週間分を従業者全員分で作成） 

② 資格証等の写し（管理栄養士未提出分） 

③ 外部との連携により管理栄養士を配置する場合は、外部と連携しているこ

とがわかる契約書等（協定書を含む）の写し 

※栄養アセスメント加算を算定する場合は LIFEへの登録が必要 

口腔機能向上加算（Ⅰ） ① 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

（算定日から 4週間分を従業者全員分で作成） 

② 資格者証の写し（言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員未提出分） 

緊急時訪問看護加算 ① 緊急時（介護予防）訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケア体制に

係る届出書（別紙 8） 

② 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

（算定日から 4 週間分を看護職員分で作成し、各日の緊急時連絡担当職

員が分かるよう○印を付してください） 

③ 看護師等免許証の写し（看護職員未提出者分） 

特別管理体制 ① 緊急時（介護予防）訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケア体制に

係る届出書（別紙 8） 

ターミナルケア体制 ① 緊急時（介護予防）訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケア体制に

係る届出書（別紙 8） 

② 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

（算定日から 4 週間分を従業者全員分で作成し、各日の緊急時連絡担当

職員が分かるよう○印を付してください） 

看護体制強化加算 ① 看護体制及びサテライト体制に係る届出書（別紙 8-3） 

訪問体制強化加算 ① 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

（算定日から 4 週間分を訪問サービスの提供に当たる従業者分で作成） 

総合マネジメント体制強化加算 ※共通必要書類のみ 

褥瘡マネジメント加算 ① 褥瘡マネジメントに関する届出書（別紙 23） 

※LIFEへの登録が必要 

排せつ支援加算 ※共通必要書類のみ（※LIFEへの登録が必要） 

科学的介護推進体制加算 ※共通必要書類のみ（※LIFEへの登録が必要） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ） ① サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙 12-5） 

② サービス提供体制強化加算要件確認表（参考様式） 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ） 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅱ） 

① 介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書 

② 介護職員処遇改善計画・介護職員等特定処遇改善計画変更届 

（※提出済みの計画書の変更を行う場合のみ） 

LIFEへの登録 ※共通必要書類の①②のみ（誓約書不要） 

短期利用居宅介護の届出 ① 変更届出書 

② 短期利用居宅介護確認表 

③ 運営規程（短期利用の項目を追加したもの） 

（※『短期利用居宅介護 基準抜粋』を確認し、適合している場合のみ届

出可能） 



２ 事業所にて作成及び保管が必要な書類（指定権者からの求めがあった場合に提出） 

加算等の種別 必要書類 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ） ① 個別の従業者に係る研修計画及び実施記録 

② 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝

達又は技術指導を目的とした会議の定期的な開催記録 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ） 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）（Ⅱ） 

※計画書様式内の確認項目欄及び証明する資料の例を参照 

 

３ 算定要件 

基準 解釈通知 

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する

基準（平成 18年厚生労働省告示第 126号） 

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基

準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

（平成 18年 3月 31日老計発第 0331005号・老振発第 0331005

号・老老発第 0331018号） 

 

【短期利用居宅介護 基準抜粋】 

※別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。 

短期利用居宅介護費を算定すべき指定看護小規模多機能型居宅介護の基準 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準第百七十一条第一項に規定する指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）の登録者の数が、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録定

員未満であること。 

ロ 利用者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急に利用することが必

要と認めた場合であって、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員が、当該指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所の登録者に対する指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に支障がないと認めた場合であること。 

ハ 利用の開始に当たって、あらかじめ七日以内（利用者の日常生活上の世話を行う家族等の疾病等やむを得ない事情があ

る場合は十四日以内）の利用期間を定めること。 

ニ 指定地域密着型サービス基準第百七十一条に定める従業者の員数を置いていること。 

ホ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が複合型サービス費の注４を算定していないこと。 

 

◇短期利用居宅介護費について 

①短期利用居宅介護費については、厚生労働大臣が定める基準（平成 27 年厚生労働省告示第 95 号。以下「大臣基準告示」

という。）第 74 号に規定する基準を満たす指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において算定できるものである。 

②宿泊室については、以下の算式において算出した数の宿泊室が短期利用の登録者において活用できるものとする。 

 

（短期利用に活用可能な宿泊室の数の算定式） 

当該事業所の宿泊室の数×（当該事業所の登録定員－当該事業所の登録者の数）÷当該事業所の登録定員（小数点第１位

以下四捨五入） 

 

例えば、宿泊室数が９室、登録定員が 25 人、登録者の数が 20 人の場合、９×（25－20）÷25＝1.8 となり、短期利用の登録

者に対して活用できる宿泊室数は２室となる。このため、宿泊室数が９室、登録定員が 25 人の事業所において短期利用居宅

介護費を算出するには、少なくとも登録者の数が 23 人以下である場合のみ算定可能である。 

 


